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事業の目的と概要

Ⅰ　成果指標（活動指標）

Ⅱ　活動実績・成果

Ⅲ　課題と今後の取組

大綱 子育て・学び

政策 子育てしやすいまちづくり

施策 地域の子育て支援の充実

（款） 3 民生費 （項）

管理事業名 子育て支援給付事業
総合計画
の体系

2 児童福祉費 （目） 2 児童措置費

部局名 児童部
予算執行
所属

子育て給付課

主な歳出
予算科目

一般会計

【目的】 安心した子育て、未来を担う子どもたちの健やかな成長を支援する。
【概要】 児童手当の支給、児童に係る医療費の自己負担の一部を助成。

指  標  名 単位 令和5年度 令和6年度 令和7年度 指　標　の　定　義

児童手当支給件数 件 530,277 580,376 705,303 児童手当を支給した延件数

子ども医療費助成件数 件 998,810 986,446 959,114 子ども医療費助成制度で助成した延件数

【成果指標１】児童手当支給件数
・支給件数705,303件（前年比：124,927件の増）
　18歳に達する日以後の最初の3月31日までの児童を養育する保
護者（公務員を除く）を対象に児童手当を支給。
　支給件数の要因は、令和6年10月からの制度改正によるもの。

【成果指標２】子ども医療費助成件数
・助成件数959,114件（前年比：27,332件の減）
　18歳に達する日以後の最初の3月31日までの児童に係る医療費
の自己負担分の一部を助成。
　
【財務情報に基づいた評価】
・経常費用の構成割合は、社会保障扶助費及び負担金・補助
金・交付金等が約98％である。
・社会保障扶助費については、主に児童手当の制度改正に伴う
支給件数の増加が反映されている。
・負担金・補助金・交付金等については、物価高対応子育て応
援手当（国制度）及び追加支給分（市独自）により増加してい
る。
・児童手当の制度改正に伴い、経常収入の国庫支出金（経常費
用充当）が増加している。

児童手当の支給については、法定受託事務であり、今後も引き
続き適正に事業を実施していく。
また、子ども医療費助成額については、市の一般財源比率が大
きいが、保護者の経済的負担を軽減するとともに子供の保健の
向上に寄与し、その健全な成長を図るため継続して実施する必
要がある。
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Ⅳ　財務情報
◆貸借対照表【ＢＳ】 （単位：千円）

現金預金 流動負債
未収金 地方債
財政調整基金 短期借入金
短期貸付金 賞与引当金
徴収不能引当金 未払金
その他流動資産 リース債務

有形固定資産 その他流動負債
土地 固定負債
建物・工作物 地方債
リース資産 長期借入金
建設仮勘定 退職手当引当金

無形固定資産 リース債務
有形固定資産 その他固定負債

土地 負債の部合計
建物・工作物
建設仮勘定 純資産

重要物品
図書館資料
投資その他の資産

出資金
長期貸付金
基金
徴収不能引当金 純資産の部合計
その他債権

資産の部合計

◆行政コスト計算書【ＰＬ】 （単位：千円） 財務諸表の特徴的な事項

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府支出金（経常費用充当）
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 (a)
給与関係費
物件費
維持補修費
社会保障扶助費

特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額
賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額
支払利息
その他
経常費用　小計 (b)

経常収支差額 (a)-(b)=(c)
固定資産売却益 単位当たりのコスト分析(「経常費用 小計(b)」÷「実績」）
その他
特別収入　小計 (d) 円 円 円
固定資産除売却損 人 人 人
その他 円 円 円
特別費用　小計 (e)

特別収支差額 (d)-(e)=(f)
一般財源調整額 (g)
当期収支差額 (c)+(f)+(g)
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

人にかかるコストの内訳
◆キャッシュ・フロー収支差額集計表【ＣＦ】 （単位：千円）

行政サービス活動収入
行政サービス活動支出

投資活動収入
投資活動支出
投資活動収支差額 分析指標 (単位:％)

財務活動収入
財務活動支出
財務活動収支差額
収支差額　合計
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
前年度からの繰越金

勘定科目
令和6年度末 令和7年度末 差額

勘定科目
令和6年度末 令和7年度末 差額

A B B-A A B B-A

流
動
資
産

- - - 4,318 4,267

- - - -

△51
450 435 △15 - - -

- -
- - - 4,318 4,267 △51

△255 △398 △143 - - -
- - - - - -

固
定
資
産

事
業
用
資
産

- - - -

- - - -

- -
- - - 38,871 36,050 △2,821

- -
- - - - - -
- - - 38,871 36,050 △2,821

76 31,077 31,001 - - -
イ

ン

フ

ラ

資

産

- - - - -

- - -

-
- - - 43,189 40,317 △2,872

- - - △42,918 △9,203 33,716
- - -
- - -
- - -
- - -
- - -
- - -
- - - △42,918 △9,203 33,716

負債及び純資産の部
合計

271 31,114
- - -

30,843271 31,114 30,843

勘定科目 令和5年度
令和6年度 令和7年度 差額 勘定科目等 特徴的な事項

A B B-A
【BS】
無形固定資
産

児童手当等システムの標準化に伴うソフトウェ
ア資産の増　31,001千円

- - -

経
常
収
入

- - - -
- - - -
-

国庫支出金（経常費用充当） 3,876,142 4,921,311 8,438,847 3,517,535
1,023,818 955,250 949,493 △5,757

【PL】
国庫支出金
（経常費用
充当）

児童手当国庫負担金等の増　2,252,142千円
物価高対応子育て応援手当事業費補助金等の増
1,279,210千円

- - - -
- - - -
- - - -
- - - -

328 576 201 △376
【PL】
社会保障扶
助費

制度改正に伴う児童手当支給額の増
2,266,550千円
子ども医療費助成支給額の増　35,372千円

4,900,288 5,877,138 9,388,540 3,511,403

経
常
費
用

60,030 84,769 82,570 △2,199
65,067 64,737 98,418 33,681

- - - -
7,530,023 8,468,377 10,770,299 2,301,922

【PL】
負担金・補
助金・交付
金等

物価高対応子育て応援手当等の支給に伴う増
1,823,080千円

負担金・補助金・交付金等 43,269 285 1,825,076 1,824,791
- - - -
- - 1,632 1,632

60 △15 143 158
3,593 4,318 4,267 △51
2,014 11,275 △1,376 △12,650

- - - -
- - - -

7,704,055 8,633,746 12,781,029 4,147,283
△2,803,768 △2,756,608 △3,392,488 △635,880

特
別
収
入

- - - -
- - 32,633 32,633 単位 令和5年度 令和6年度 令和7年度
- - 32,633 32,633

市民１人
コスト 20,150 22,466 33,112

特
別
費
用

- - - - 実績 382,336 384,302 385,999
- - - - コスト

- - - - 実績
- - 32,633 32,633

分
析
内
容

児童手当の制度改正に伴う社会保障扶助費の増大等によ
り市民１人当たりのコストについても増加した。（各年
度3月31日現在の吹田市人口で算出）

- - - -
△2,803,768 △2,756,608 △3,359,856 △603,248
2,803,065 2,747,757 3,393,571 645,814

- - - -
- - - -

△702 △8,851 33,716 42,567

給与関係費
等(千円)

月平均従事
人数(人)区分 令和5年度

令和6年度 令和7年度 差額 うち時間外手
当等(千円)A B B-A

4,900,138 5,877,168 9,388,555 3,511,388 常勤・再任用 44,172 3,691 5.41
7,703,203 8,624,925 12,782,127 4,157,202 会計年度任用等 41,289

-行政サービス活動収支差額 △2,803,065 △2,747,757 △3,393,571 △645,814 特別職非常勤
- - 32,633 32,633 合計 85,461
- - 32,633 32,633
- - - -
- - - - 　　　　　　　年度

分析指標
令和5年度 令和6年度 令和7年度 差

- - - - A B B-A
- - - - 施設老朽化比率 - - - -

△2,803,065 △2,747,757 △3,393,571 △645,814 施設維持補修費比率 - - - -
2,803,065 2,747,757 3,393,571 645,814 経常費用対公共資産比率 - - - -

- - - - 徴収不能引当率 58.0 56.7 91.4 34.7
- - - - 受益者負担比率 - - - -

31.9 26.5 △ 5.4- - - - 一般財源充当比率 36.4
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